
経

７ 予算額等

予 算 額 決 算 額
事　業　経　費 経　常　

予 算 額 決 算 額 予 算 額

移行前の組織の最終１年間

(平成15年度)

A 647,849,497 A 651,219,259 A 642,634,289 A 645,207,621 A 5,215,208 A

B 1,554,234 B 1,525,940 B 477,404 B 449,109 B 1,076,830 B

C 4,101,833 C 4,105,456 C 3,438,387 C 3,554,185 C 663,446 C

D 793,632 D 789,891 D 283,980 D 335,169 D 509,652 D

E 474,704 E 521,843 E 218,831 E 310,552 E 255,873 E

16年度

予算額・決算額 774,053,355 749,269,027 768,647,964 744,030,848 5,405,391

独自財源から
の 収 入 額

321,487,849 309,110,476 321,487,849 309,110,476 0

運営費交付金 23,006,132 23,006,132 17,600,741 17,767,953 5,405,391

補 助 金 等 1,051,009 1,051,009 1,051,009 1,051,009 0

施 設 費 0 0 0 0 0

17年度

予算額・決算額 857,417,091 835,730,872 852,051,396 830,366,488 5,365,695

独自財源から
の 収 入 額

369,409,741 389,403,355 369,409,741 389,403,355 0

運営費交付金 22,704,185 22,704,185 17,338,490 17,339,802 5,365,695

補 助 金 等 10,162,154 10,162,154 10,162,154 10,162,154 0

施 設 費 0 107 0 107 0

18年度

予算額・決算額 916,937,416 916,906,788 911,814,604 911,493,984 5,122,812

独自財源から
の 収 入 額

288,206,407 304,367,934 288,206,407 304,367,934 0

運営費交付金 21,963,034 21,963,034 16,840,222 16,550,230 5,122,812

補 助 金 等 20,674,327 20,674,327 20,674,327 20,674,327 0

施 設 費 0 118,699 0 118,699 0

19年度

予算額・決算額 1,085,643,384 1,080,656,221 4,987,163

独自財源から
の 収 入 額

314,377,040 314,377,040 0

運営費交付金 21,445,858 16,458,695 4,987,163

補 助 金 等 30,804,649 30,804,649 0

施 設 費 0 0 0



経

単位：千円

　費

決 算 額

6,011,637

1,076,830

551,271

454,722

211,290

5,238,178

0

5,238,178

0

0

5,364,383

0

5,364,383

0

0

5,412,804

0

5,412,804

0

0



８ 資産・負債・資本
（１）資産 単位：千円

資　　　　　　　　産

資 産 合 計 現金及び預金 有価証券 土 地 建    物

移行前の組織の最終１年間
(発足日前日)

A 3,431,347,522 A 37,481,354 A 5,200,000 A 297,342 A 309,430

B 9,846,905 B 1,131,163 B 106,090 B 1,015,410 B 7,232,479

C 78,188,313 C 1,422,508 C 285,315 C 30,719,941 C 38,124,301

D 2,832,596 D 449,974 D 0 D 1,301,738 D 973,227

E 423,269 E 341,540 E 22,513 E 0 E 1,459

１６年度 3,859,929,297 52,033,642 8,976,499 16,256,653 45,184,224

１７年度 4,337,486,580 75,575,229 8,938,578 16,256,653 43,820,222

１８年度 4,809,266,585 65,631,319 5,252,672 16,256,653 42,797,133

（２）負債 単位：千円

負　　　　　　　　債

負 債 合 計 短 期 借 入 金

長　期　借　入　金

借　入　先 借　入　額 政府保証
の有無

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

A 3,425,741,325 A 0

A 文部科学省 2,049,157,120 無

A 財務省 1,244,568,000 無

A 東京三菱銀行 109,071 無

A 三井住友銀行 844,935 無

B 1,472,328 B 0 B - 0 -

C 983,074 C 0 C - 0 -

D 188,610 D 0 D - 0 -

E 237,719 E 0 E - 0 -

１６年度 3,796,083,271 0

文部科学省 2,078,028,957 無

財務省 1,507,962,000 無

東京三菱銀行 90,451 無

三井住友銀行 729,179 無

１７年度 4,270,687,990 0

文部科学省 2,162,133,967 無

財務省 1,789,036,000 無

三菱東京UFJ銀行 71,831 無

三井住友銀行 613,424 無

１８年度 4,743,644,800 0

文部科学省 2,236,132,872 無

財務省 2,067,290,000 無

三菱東京UFJ銀行 53,210 無

三井住友銀行 497,669 無

（３）資本 単位：千円

資　　　　　　　　本

資 本 合 計 政 府 出 資 金
積　　立　　金

種　　別 金　　額

移行前の組織の最終１年間

(発足日前日)

A 5,606,196 A 3,701,000 A 学資金充当済積立金等 1,848,697

B 8,374,577 B 0 B - 0

C 77,205,239 C 0 C - 0

D 2,643,985 D 0 D - 0

E 185,550 E 0 E - 0

１６年度 63,846,025 100,000 - 0

１７年度 66,798,589 100,000 積立金 1,407,004

１８年度 65,621,784 100,000 積立金 6,079,816



９　現物出資・無償譲渡資産等
（１）現物出資された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(16年4月)に国から現物
出資された資産

- 0 - 0

１６年度末 - 0 - 0

１７年度末 - 0 - 0

１８年度末 - 0 - 0

（２）無償譲渡された資産 単位：千円

有　形　資　産
(土地、建物、構築物、器具など)

無　形　資　産
(ソフトウェア、電話加入権など)

資　産　名 金　　額 資　産　名 金　　額

 発 足 時
(16年4月)に国から無償
譲渡された資産

工具器具備品 952 - 0

１６年度末 工具器具備品 758 - 0

１７年度末 工具器具備品 609 - 0

１８年度末 工具器具備品 438 - 0

（３）土地、建物等の無償使用の提供を受けている有無
発足時(16年4月) １６年度末 １７年度末 １８年度末

無 無 無 無



１０　法定監査、任意監査の有無と監査法人名等

16年度

法
定
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見

(1）財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。）が、独立行政法人会計基準及
び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人日
本学生支援機構の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実
施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

(2)利益の処分に関する書類(案)は、法令に適合しているものと認める。

(3)事業報告書(会計に関する部分に限る）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく
示しているものと認める。

(4)決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示し
ているものと認める。

任
意
監
査

監査法人名 -

監査意見 -

17年度

法
定
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見

(1）財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。）が、独立行政法人会計基準及
び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人日
本学生支援機構の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実
施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

(2)利益の処分に関する書類(案)は、法令に適合しているものと認める。

(3)事業報告書(会計に関する部分に限る）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく
示しているものと認める。

(4)決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示し
ているものと認める。

任
意
監
査

監査法人名 -

監査意見 -

18年度

法
定
監
査

監査法人名 新日本監査法人

監査意見

(1）財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。）が、独立行政法人会計基準及
び我が国において一般に公正妥当と認められる会計の基準に準拠して、独立行政法人日
本学生支援機構の財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況及び行政サービス実
施コストの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

(2)利益の処分に関する書類(案)は、法令に適合しているものと認める。

(3)事業報告書(会計に関する部分に限る）は、独立行政法人の業務運営の状況を正しく
示しているものと認める。

(4)決算報告書は、独立行政法人の長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示し
ているものと認める。

任
意
監
査

監査法人名 -

監査意見 -

（注）法定監査義務のない法人は、法定監査の監査法人名の欄にその旨を明記すること。

１１　収入及び支出に係る上位10位までの取引先の名称等　　　　　　　引き続き調査中

１２　関係法人(特定関連会社、関連会社、関連公益法人）に対する出資額、関係法人の売上額等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　引き続き調査中
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